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特 集 Ⅰ

『第７回全国家庭動向調査（2022年）』の個票データを利用した実証的研究

公的統計調査における欠票・不詳・回答傾向の

モード間比較

―第7回全国家庭動向調査に基づく検討―

斉藤知洋・菊池潤

Ⅰ．問題の所在：公的統計調査へのミックスモードの導入

社会調査を取り巻く実施環境は，年々厳しさを増していることが指摘されて久しい．な

かでも，回収率の低下は，プライバシー意識の高まりやライフスタイルの多様化，調査協

力拒否の増加などを背景として，2000年代半ば以降に学術調査や公的統計が直面している

深刻な課題である（Inaba2007，日本学術会議 2020）．そして，昨今の新型コロナウィル

ス感染症拡大（2020年）は，調査員が対象者のもとを訪問し，調査依頼や聴取を行う従来

型調査方式の実施をより一層困難なものとしている．

こうした状況に対処すべく，近年では紙面調査票への記入に加えて，インターネットに

接続した情報機器（ICT）を用いて回答する方式（オンライン／ウェブ調査）を併用した
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本稿では，公的一般統計である「第7回全国家庭動向調査」（2022年実施）を事例として，調査

票への回答・回収方式（調査員回収・郵送回収・オンライン回答）が，①欠票（調査単位無回答），

②不詳（項目無回答），③回答傾向（測定誤差）に及ぼす影響について検討を行った．一連の分析

から得られた主な知見は，次の三点である．

第一に，調査票の配布・回収方法に関する一連の変更（不在世帯への調査票のポスティング，郵

送回収・オンライン回答の導入）は，回収率の改善に寄与しているとは言えない．第二に，郵送回

収やオンライン回答を選択した者は，調査員回収群と比べて，多くの調査項目で項目無回答率が低

い傾向がみられたが，有配偶女性では「出生」や「家族意識」設問について，オンライン回答者の

無回答率が相対的に高かった．第三に，分析対象とした調査項目（全513変数）のうち，調査モー

ドによる回答傾向の差異が検出されたものは，郵送回収で11項目（2.5％），オンライン回答で37項

目（7.2％）と少数にとどまった．

キーワード： 全国家庭動向調査，ミックスモード，欠票，不詳，回答傾向



「ミックスモード」（混合方式，mixedmode）が注目を集めている．国や自治体が実施

する公的統計調査におけるオンライン調査の導入率は，過去15年間で35.0％（2008年度）

から88.2％（2022年）へと上昇し，ミックスモードの普及速度は著しい１）．基幹統計であ

る「国勢調査」（総務省）では，2015（平成27）年調査においてインターネット回答方式

が全国導入され，その回答割合は全体の36.9％を占めた（2020年：37.9％）２）．オンライン

調査の導入は，調査票の印刷やデータ入力に関わるコストの削減，調査票設計の柔軟化と

いった実務上の効率化（三輪ほか 2020）の他にも，被調査者の負担軽減や，回答を表明

しにくいセンシティブな質問項目（収入・精神疾患・性的指向など）に対する回答精度の

向上にも寄与することが指摘されている（日本学術会議 2020，千年 2021）．

このように，ミックスモードがもたらす利点は多岐にわたるが，政策立案の基礎資料と

なる公的統計においては，回答方式の変更に対してより慎重な立場を取る必要がある．現

在実施されている公的統計調査の多くは，同一の調査設計の下で定期的に実施されること

を想定した反復横断調査（repeatedcross-sectionalsurvey）であり，集計値の推移に関

心が払われる．しかしながら，ミックスモードの導入は，得られた集計結果の経年的変化

が，対象母集団（調査対象者）の行動特性や意識が実際に変化した帰結であるのか，それ

とも調査時点間で回答方式を変更したことに起因するものであるかを識別することが困難

となる（deLeeuw2005）．社会調査法の観点からは，後者の要因を最小限に留めること

が望ましいが，全国規模の無作為抽出標本データをもとに，ミックスモードが集計結果に

及ぼす影響を定量的に評価した研究は，日本国内では十分に蓄積されているとは言い難い．

そこで本稿では，2022年に国立社会保障・人口問題研究所が実施した「第7回全国家庭

動向調査」（以下，第7回調査）を事例として，調査票への回答・回収方式が調査対象者

の選択に委ねられたミックスモード（調査員回収・郵送回収・オンライン回答）の導入が，

調査データの品質・精度（欠票・不詳・測定誤差）に及ぼす影響について検討を行う．

Ⅱ．第７回調査の標本設計と実施要領

全国家庭動向調査（NationalSurveyonFamilyinJapan）は，国立社会保障・人口

問題研究所が実施している社会保障・人口問題基本調査（特定一般統計）の一つである．

その調査目的は，出産・子育てや高齢者の扶養・介護をはじめとする家庭の諸機能の現状

やその変動要因を明らかとし，これらに関わる政策立案に資する基礎的資料を提供するこ

とにある（国立社会保障・人口問題研究所 2024）．本調査は，基幹統計である国民生活基

礎調査（厚生労働省）の後続調査であり，1993年の第1回調査以降，5年おきに実査が行

―38―

1）総務省『統計調査等業務の業務・システム最適化実施評価報告書』および同『令和5年度（2023年度）統計

法施行状況報告』．オンライン調査導入率は，回答調査客体数が確定している直近の基幹統計調査および一般

統計調査の数より算出．2018年度以前は，当該年度中に実施された基幹・一般統計調査の数に基づき算出．

2）総務省報道資料（平成28年2月26日）（https://www.soumu.go.jp/main_content/000399937.pdf，2024

年12月12日最終確認）および総務省『【都道府県別】令和2年国勢調査 回答状況（インターネット・郵送）』

（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/gaiyou.html#kouhyou_9，2024年12月29日最終確認）．



われてきた．この調査周期に基づき，第7回調査は2023年の実施を予定していたが，新型

コロナウィルス感染症拡大に伴う調査スケジュールの見直しにより，1年前倒しの2022年

7月に実施することとなった．

第7回調査の調査対象は，2022（令和4）年国民生活基礎調査の調査地区5,530地区

（令和2年国勢調査区から層化無作為抽出）の中から300地区を無作為抽出し，その地区内

に居住する全ての世帯である．調査票は一種類であり，1世帯につき1票配布し，世帯内

に結婚経験のある女性がいる場合にはその者に（世帯内に複数人いる場合はもっとも若い

者），該当する女性がいない場合には世帯主に対して，2022年7月1日時点の事実につい

て回答を求めた．

上記の標本・調査設計は，前回の第6回調査（2018年）を踏襲したものであるが，第7

回調査では大きく二点の変更を行った．第一に，調査対象者の実質的拡充である．全国家

庭動向調査は，これまで家庭内のケア役割（家事・育児・介護等）の多くを担ってきた有

配偶女性と離死別女性を主な調査対象とし，女性の視点から家庭機能の実態を把握してき

た．しかし，未婚化や離婚率の上昇，単独世帯の量的増加に代表される人口学的変化がみ

られるなかで，結婚経験のある女性を調査対象とする妥当性は徐々に失われている（斉藤・

菊池 2022）．これらの社会状況を踏まえ，第7回調査では調査票を改訂することで，単身

未婚女性と単身男性を新たな調査対象者として加えることにした．

第二に，調査票の配布・回収方法の変更である．第7回調査では，これまでの調査員に

よる訪問留置法（配票自計方式）を原則としつつ，調査対象世帯への接触が困難である場

合には，調査関係資材一式のポスティングを例外的に認めた．さらに，調査票への回答方

法として，独立行政法人統計センターが運用・管理する「政府統計オンライン調査総合窓

口」での回答（オンライン回答３））や，記入済み調査票の郵送提出（郵送回収）も新たに

認めることとした．なお，オンライン回答用に開発した電子調査票は，紙面調査票のレイ

アウトに類似するように実装し，強制回答の設定（エラー表示）は分岐設問に大きく関わ

る回答者の性別（問2(1)）・婚姻状況（問4(1)）・子どもの有無（問6(1)）のみとした．

実査は，以下のとおり行われた．まず，国民生活基礎調査の世帯名簿から作成した単位

区別世帯名簿をもとに，調査員は6月中旬から同月下旬にかけて調査対象世帯（約1万6

千世帯）を個別訪問し，調査票の直接配布またはポスティングを行った４）．調査対象者に

対しては，7月11日（日）（一次回答期日）までに記入済み調査票の郵送提出またはオン

ライン回答を完了するように依頼し５），翌12日（月）から同月下旬にかけて，一次期日ま

でに回答が確認されなかった世帯を調査員が再訪問し，調査票の回収を行った．ただし，

複数回の訪問にも関わらず接触ができなかった世帯や対象者からの希望があった場合には，
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3）情報機器のディスプレイに表示された設問に対して，調査対象者自らが回答を入力することから，このオン

ライン回答方式はCASI（Computer-AssistedSelf-Interviewing）に相当する．

4）調査協力に対する謝礼品（ボールペン・タオル・消毒用シート等，各自治体によって謝礼品は異なる）の配

布は，調査票の直接配布（あるいはポスティング）時に行った．

5）オンライン回答期間は，6月17日午前0時から7月11日午後11時59分までとし，その前後で電子調査票への

アクセスはできないように設定した．



郵送提出も認めた．すなわち，調査（回答）モードの観点からは，記入済み調査票の回収

は，①調査員回収（7月12日～同月下旬），②郵送回収（6月中旬～7月下旬），③オンラ

イン回答（6月中旬～7月11日）のいずれかによってなされた．

Ⅲ．先行研究の整理：モード間の調査結果の比較

Ⅱ節で述べたとおり，第7回調査における実査上の大きな変更は，記入済み調査票の調

査員回収だけでなく，新たに郵送回収や電子調査票へのオンライン回答を認めた点にある．

ミックスモードの導入が調査データの品質に及ぼす影響やその程度は，調査票の内容や

対象者への回答方式の提示方法によって異なる可能性があり，調査ごとに検討すべき事項

を精査することが重要である（deLeeuw2005，平沢 2024）．そこで本節では，三輪ほか

（2020）や平沢（2024）に倣い，本稿の分析課題を「総調査誤差」（Grovesetal.2009）

の観点から整理していく．

1. 「総調査誤差」アプローチからみる第７回調査

総調査誤差（totalsurveyerror）とは，調査において測定された値と真の値の乖離を

表し，その乖離が生じる要因は調査の設計・実施・データ作成の過程で数多く存在する

（Smith2011）．Grovesetal.（2009）は，標本の代表性と構成概念の測定という二つの

基準をもとに，誤差の主な発生源として①カバレッジ誤差（対象母集団と標本抽出枠の乖

離），②標本誤差（標本抽出誤差），③無回答誤差，④調整による誤差，⑤測定誤差，⑥処

理誤差を挙げている．

結論を先取りすれば，第7回調査については，上記のうち③無回答誤差と⑤測定誤差が

もっとも精査すべき検討課題であると考える．第7回調査（および公的統計の多く）では，

対象母集団の中から調査対象となる世帯を無作為抽出の手続きによって選定している．調

査会社が保有する登録モニター（アクセスパネル）を対象とした公募型調査の場合には，

標本の代表性や抽出手続きの観点から①カバレッジ誤差と②標本誤差の増加が最大の懸念

材料となるが（三輪ほか 2020，日本学術会議 2020），本調査ではこれら二つの問題は，

従来型の無作為抽出標本調査と同程度にとどまると考えられる（平沢 2024）．なお，④調

整による誤差と⑥処理誤差は，③無回答誤差の論点として次項（Ⅲ.2）で後述する．

③無回答誤差（nonresponseerror）とは，回答ケースと無回答ケースの間にみられる

社会人口学的属性または回答傾向の差異によって生じる誤差である．この無回答は，調査

単位無回答（unitnonresponse）と項目無回答（item nonresponse）に大別される．調

査単位無回答（欠票）は，調査拒否等の理由により，全ての調査データが欠測となる状態

であり，回収率とも大きく関わる．そして，項目無回答（不詳）は調査には協力したもの

の，一部の調査項目についてデータ欠測が生じている状態を指す．そして⑤測定誤差

（measurementerror）は，ある標本単位に適用された測定の真値と実際に観測された値

の乖離を表す．

―40―



以下では，第7回調査の調査設計の変更が，調査単位無回答・項目無回答・測定誤差に

対して与える影響についてそれぞれ検討する．

2. 本稿の分析課題

(1)調査単位無回答

まず調査単位無回答（欠票）については，三種類の回答・回収方式の導入によって回答

者の利便性が高まることから，全体的な回収率の向上が予想される．さらに，不在世帯に

対して調査票のポスティングを認めたことは，これまで実査の初期段階で脱落していた対

象世帯の回収状況の改善が見込まれる．それらの結果として，標本の代表性を確保するた

めに，最終的なデータセットに含まれる標本を事後補正（例：サンプリング・ウェイトな

ど）することで生じうる④調整による誤差を軽減させることも期待される．

しかしながら，対象者の回答モードを無作為に割り当てたうえで，各モード間の回収率

を検討した先行研究の多くは，上記の予想に反した結果を示している．たとえば，ウェブ

法と郵送法を比較した実験的調査からは，ウェブ法の回収率は郵送法に比べて低いことや，

二つの回答方法の併用によって回収率がシングルモード（郵送法・ウェブ法の一方のみ）

よりも改善するとは言えないことが繰り返し指摘されている（Tourangeauetal.2013=

2019，萩原ほか 2018a，吉村 2020，杉野・平沢編 2024）．オンライン調査の導入が回収

率向上に寄与しない要因としては，被調査者が抱く回答情報の管理体制に対する不安や，

電子調査票に回答するまでの手間やコスト（情報機器の準備，回答ページへのアクセス，

ログイン用ID・パスワードの入力など）が，紙面調査票よりも多くかかることなどが考

えられる．

さらに，回答者に対して複数の回答方式を「同時（concurrent）」に提示するのか，

「逐次的（sequential）」に回答方式を変更するのか（例：ウェブ法を先行し，その後郵送

法に切り替える）という区別も重要となるが（deLeeuw2005），両者の方式間で回収率

に明確な差異はみられない（氏家・久野 2011，杉野・平沢編 2024）．第7回調査では，

先行して郵送回収とオンライン回答を対象者に提示し（第1次モード：6月中旬～7月11

日），一次回答期日後には，調査員回収と郵送回収（第2次モード：7月12日～同月下旬）

を採用している６）．複数の調査モードを「同時に」かつ「逐次的」に提示した本調査にお

いて，ミックスモードの導入が回収率の改善にどの程度寄与しているかが，第一の分析課

題となる．

(2)項目無回答

項目無回答（不詳）に対する影響については，調査票の媒体（紙面・オンライン）の違

いが重要な問題となる．オンライン調査の場合には，回答の順序や分岐設問への遷移を調

査者側で制御するため，従来の紙面調査票で生じる回答上のミス（例：分岐設問への未記
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6）調査対象世帯には，調査依頼の段階で一次回答期日までに回答が確認できない場合には，調査員が再訪問す

ることを予告している．



入やページの読み飛ばし）をある程度回避できる（Tourangeauetal.2013=2019，日本

学術振興会 2020）．さらに，オンライン調査では，回答自体に忌避感を抱きやすいセンシ

ティブな設問（収入・精神疾患・性的指向など）への回答状況の改善や，回答情報のデー

タ入力の不要化による⑥処理誤差７）の軽減もメリットとして挙げられる（Tourangeauet

al.2013=2019，三輪ほか 2020，日本学術振興会 2020，千年 2020）．

一方，回答時に使用するデバイスやブラウザ・回線環境によっては，回答負担が紙面調

査票よりも大きくなり，むしろ項目無回答率が上昇する危険性もある（Tourangeauet

al.2013=2019）８）．そのため，オンライン回答を選択したケースの項目無回答率が，他の

回答方式を選択したケースに比べて低いかどうかを第二の分析課題として設定する．

(3)回答傾向

調査モードの違いは，同一調査項目における回答傾向の差異をもたらす可能性があり，

⑤測定誤差の問題とも関わる（deLeeuw2005）．どの回答方式による集計値が，本来知

りたい真の値に近似しているかは当然ながら判断できないが，一般にセンシティブな質問

については，オンライン調査の方が調査員面接や他の自記式モードに比べて，実態により

近い回答を得られやすいとされる（TourangeauandYan2007，Kreuteretal.2008，

千年 2021）．その一方，こうしたモード効果（modeeffect）の存在は，全体の集計結果

が有効回答に占める各モードの構成割合によって左右されうることを意味しており，調査

時点間の集計値の変化に着目する場合には注意を要する．しかし，回答傾向のモード間の

差異を検証した先行研究の中には，明確なモード効果が観察される調査項目は限定的であ

るとの結果も示されている（Tourangeauetal.2013=2019，萩原ほか 2018b，千年 2021，

平沢・歸山 2024）．そこで，第三の分析課題として，調査モードによる回答傾向の差異が

調査項目全体のうち，どの程度検出されるのかを検討する．

ここで留意すべきは，第7回調査では，回答・回収方式の選択が無作為に割り付けられ

ておらず，各モードの回答期間も大きく異なる点である（Ⅱ節）．そのため，第二および

第三の分析課題については，調査モードの選択と関連があると考えられる回答者や世帯の

社会人口学的属性を統制した多変量解析の結果も踏まえて検討を進める．なお，調査員回

収と郵送回収は，紙面調査票を使用することや，回答者自身が記入済み調査票を密封する

という点で共通する部分が多い．それゆえ，本稿では従来の調査員回収に比べて，郵送回

収を選択した者で項目無回答率の高さや特徴的な回答傾向が観察されるのかを併せて確認

していく．
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7）エディティングやコーディング，クリーニングの工程で，不適正な処理が行われることで生じる誤差のこと

を指す．

8）こうした利用するデバイスや回答環境が回答者によって異なるというオンライン調査の特徴は，「分散型」

と呼ばれる（Tourangeauetal.2013=2019）．



Ⅳ．第７回調査の回収状況

1. 全体の回収・欠票状況

はじめに，第7回調査の回収・欠票状況について，過去の調査回（第5・6回）との比

較を通じて検討する．実査の結果，第7回調査では調査対象世帯16,470世帯に対し，調査

票配布数は15,461票，回収された調査票は9,661票であった．回収票の内訳は，調査員回

収が15.2％，郵送回収が65.4％，オンライン回答が19.4％であり，従来の調査員回収はもっ

とも少なかった．そして，回収票のうち集計が困難な票を除いた有効回収票は8,910票で

あり，有効回収率は54.1％であった．回答者種別に有効回収票の内訳をみると，有配偶女

性5,518票，離死別女性1,457票，単身未婚女性547票，単身男性1,177票，その他が211票で

あった（国立社会保障・人口問題研究所 2024）．

表1は，各調査回の回収・欠票状況の詳細を示したものである．第7回調査の総標本数

（調査対象世帯数）に占める欠票率は45.9％であり，前回の第6回調査（2018年）に比べ

て5.8ポイント上昇した．欠票率の上昇基調は，第5回調査（2013年）以降続いており，

先述の調査票の配布・回収方法の変更によって，回収状況が改善したとは言い難い．

欠票率と世帯属性の関連をみると，世帯人数が少なく，三大都市圏や居住する市区町村

の人口規模が大きい対象世帯ほど欠票率が高く，この傾向は第5・6回調査でも観察され

る．しかしながら，これらの世帯属性にかかわらず，欠票率は全体的に底上げしており，

とくに世帯人数が「4人」「5人以上」，および居住地域の人口規模が「1万人未満」の欠

票率は，第6回調査（2018年）と比べて10ポイント以上増加している．
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表１ 第７回調査の欠票と標本属性

標本属性

第7回調査

総標本数
a=b+c+d+e

有効
b

無効
c

未回収
d

未配布
e

欠票率
(c+d+e)/a

未配布率
e/a

未回収率
d/(a-e)

無効率
c/(a-e-d)

総数 16,470 8,910 751 5,800 1,009 45.9 6.1 37.5 7.8

世帯人員

数

1人 3,480 1,967 170 1,078 265 43.5 7.6 33.5 8.0

2人 3,730 2,519 292 692 227 32.5 6.1 19.8 10.4

3人 2,235 1,556 108 469 102 30.4 4.6 22.0 6.5

4人 1,486 970 58 400 58 34.7 3.9 28.0 5.6

5人以上 699 445 25 209 20 36.3 2.9 30.8 5.3

不明 4,840 1,453 98 2,952 337 70.0 7.0 65.6 6.3

居住地域
三大都市圏 8,265 3,945 297 3,527 496 52.3 6.0 45.4 7.0

非三大都市圏 8,205 4,965 454 2,273 513 39.5 6.3 29.6 8.4

居住する

市区町村

の人口規

模

1万人未満 287 175 31 44 37 39.0 12.9 17.6 15.0

1～5万人 1,736 1,159 120 329 128 33.2 7.4 20.5 9.4

5～10万人 2,597 1,536 143 776 142 40.9 5.5 31.6 8.5

10～30万人 4,231 2,353 177 1,467 234 44.4 5.5 36.7 7.0

30～50万人 2,643 1,298 98 1,106 141 50.9 5.3 44.2 7.0

50万人以上 4,976 2,389 182 2,078 327 52.0 6.6 44.7 7.1



2. 欠票の発生プロセスとその理由

つづいて，第7回調査でみられた回収率低下の要因について，調査票の配布方法と欠票

の発生プロセスに着目して検討する．実査の過程で欠票が発生する要因は，①調査票の未

配布，②調査票の未回収，③回収票の無効に大別される．①未配布は，居住実態を把握で

きた世帯を調査員が訪問したものの，調査協力拒否の意思表示，高齢や健康・言語上の理

由による調査不能などによって生じる９）．②未回収は，対象世帯に調査票を配布したもの

の，何らかの理由により回収ができなかったケースである．そして③回収票の無効は，調

査票を回収することができたが，その記載内容に不備が多く集計不能と判定されたケース

に相当する（斉藤・菊池 2022）．

表1では，総標本数を「有効」「未配布」「未回収」「無効」に分類したうえで，未配布

率・未回収率・無効率をそれぞれ算出している10）．第7回調査の未配布率は6.1％であり，

過去の調査回に比べてもっとも低い．これは先述のとおり，不在世帯に対しては調査票の

ポスティングを新たに認めたことに起因する．それに代わり，配布票数に占める未回収率

が37.5％と第6回調査（2018年）に比べて23.7ポイント増加している．なお，回収票数に
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9）第7回調査では不在世帯については調査関係資材のポスティングを認めたことから，調査対象者の一時不在

（留守）による未配布は生じない（3ヶ月以上の長期不在は調査対象外）．

10）「未配布」と「未回収」の理由については，Appendixの付表1（国立社会保障・人口問題研究所ホームペー

ジにて公表）を参照のこと．

表１ 第７回調査の欠票と標本属性（続き）

（出典）第5回調査・第6回調査の集計値はそれぞれ山内ほか（2016），斉藤・菊池（2022）．

（注1）世帯人員数は世帯名簿の値．

（注2）居住地域のうち三大都市圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，京都府，大阪府，兵庫県とし，他の道県を非三大

都市圏とした．

（注3）居住する市区町村の人口規模は調査時点の値である．

標本属性
第6回調査 第5回調査

総標本数 欠票率 未配布率 未回収率 無効率 総標本数 欠票率 未配布率 未回収率 無効率

総数 16,356 40.1 22.2 13.8 10.7 15,081 36.1 18.5 9.0 13.8

世帯人員

数

1人 4,566 41.6 20.9 16.1 12.0 3,705 37.2 15.8 11.4 15.7

2人 4,143 26.9 11.3 7.3 11.1 4,001 29.9 10.8 6.5 16.0

3人 2,483 24.2 9.5 7.8 9.1 2,556 26.1 9.6 6.1 12.8

4人 1,828 22.4 8.0 8.0 8.3 1,928 21.5 7.9 6.0 9.3

5人以上 951 26.1 8.3 7.8 12.6 1,304 19.9 6.8 3.0 11.5

不明 2,385 96.2 73.4 82.7 17.3 1,587 96.6 81.0 78.5 16.9

居住地域
三大都市圏 8,247 46.6 27.1 18.4 10.4 7,693 41.5 23.1 12.5 13.0

非三大都市圏 8,109 33.5 17.3 9.7 11.0 7,388 30.6 13.7 5.8 14.6

居住する

市区町村

の人口規

模

1万人未満 322 18.9 3.7 3.9 12.4 467 23.6 2.1 2.0 20.3

1～5万人 1,345 28.7 14.3 6.2 11.3 1,937 27.6 10.9 1.2 17.8

5～10万人 2,141 34.5 16.1 12.5 10.8 2,212 29.4 13.2 5.7 13.9

10～30万人 5,392 38.7 21.9 11.9 10.9 3,311 34.3 15.5 11.5 12.0

30～50万人 2,554 49.1 26.2 22.9 10.7 2,311 36.8 18.1 12.5 11.8

50万人以上 4,602 44.2 26.9 15.2 10.0 4,843 44.7 27.8 11.8 13.3



占める無効票の割合は第7回調査では7.8％となっており，前回調査に比べて約3ポイン

ト減少した．

調査票の配布方法別にみると（表2），従来型の調査員配布は，総標本数のうち66.5％

（10,959票）を占めており，前回調査（第6回調査）の配布率（77.8％，表1）よりも11.3

ポイント低下している．そして，調査員配布した対象世帯のうち，最終的に未回収となっ

た世帯の割合は23.3％であり，前回調査よりも9.5ポイント上昇している．その一方，調

査票のポスティングを行った対象世帯（33.5％）の未回収率は63.1％であり，調査員配布

よりも約40ポイント高い．これらの結果からは，調査員配布の割合とその回収率がともに

低下したこと，そして調査票のポスティングによって調査員配布ケースの回収状況の悪化

を十分に補完できなかったことが，全体的な回収率の低下をもたらしたと言える．

3. 調査モード・回答者種別にみた回収状況

表3は，調査票の配布・回収方法別に，回収票数および有効票数の分布を示したもので

ある．有効票数については，回答者種別の結果も掲載している．

まず回収票（9,661票，うちポスティング割合は21.0％）に着目すると，調査票の配布

方法によらず，回収票に占める郵送回収の割合がもっとも高い（調査員配布：63.4％，ポ

スティング：72.8％）．調査員配布の場合，調査員回収とオンライン回答の同割合はいず

れも約18％であるが，ポスティングの場合には調査員回収の割合は4.0％に過ぎない（オ

ンライン回答：23.2％）．そして，第一次回答期日（7月11日）までに回収がなされたの

は6,147票（郵送回収：4,273票（69.5％），オンライン回答：1,874票（30.5％））であり，

―45―

（注1）世帯人員数は世帯名簿の値．

（注2）居住地域のうち三大都市圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，京都府，大阪府，兵庫県とし，他の道県を非

三大都市圏とした．

（注3）居住する市区町村の人口規模は調査時点の値である．

表２ 調査票の配布方法別にみた欠票状況

標本属性
第7回調査（調査員配布） 第7回調査（ポスティング）

総標本数 欠票率 未配布率 未回収率 無効率 総標本数 欠票率 未配布率 未回収率 無効率

総数 10,959 35.9 9.2 23.3 7.9 5,511 65.8 0.0 63.1 7.3

世帯人員

数

1人 2,653 37.1 10.0 24.2 7.8 827 63.8 0.0 60.3 8.8

2人 3,281 30.2 6.9 16.1 10.5 449 49.2 0.0 44.3 8.8

3人 1,935 27.9 5.3 18.5 6.6 300 46.7 0.0 43.3 5.9

4人 1,301 31.9 4.5 24.9 5.1 185 54.6 0.0 49.2 10.6

5人以上 609 34.6 3.3 28.5 5.5 90 47.8 0.0 45.6 4.1

不明 1,180 67.2 28.6 51.5 5.4 3,660 70.9 0.0 68.8 6.7

居住地域
三大都市圏 4,721 39.6 10.5 27.6 6.8 3,544 69.1 0.0 66.6 7.4

非三大都市圏 6,238 33.1 8.2 20.2 8.6 1,967 59.9 0.0 56.8 7.2

居住する

市区町村

の人口規

模

1万人未満 269 36.4 13.8 13.8 14.5 18 77.8 0.0 66.7 33.3

1～5万人 1,560 31.5 8.2 17.5 9.6 176 48.9 0.0 44.9 7.2

5～10万人 1,926 33.0 7.4 21.0 8.5 671 63.3 0.0 59.9 8.6

10～30万人 3,024 34.8 7.7 23.9 7.1 1,207 68.5 0.0 66.3 6.6

30～50万人 1,580 36.2 8.9 24.5 7.3 1,063 72.7 0.0 70.9 6.1

50万人以上 2,600 41.7 12.6 28.5 6.8 2,376 63.2 0.0 60.2 7.5



総標本数（16,470票）に占める回収率は37.3％であった．全体の回収率は58.7％（＝9,661

票／16,470票）となるため，第2次モードである調査員回収と郵送回収によって，回収率

が21.4ポイント上乗せされたことになる11）．また，回収票のうち有効票と判定された調査

票の割合（有効率＝有効数／回収数）をみると，オンライン回答の有効率は97.3％であり，

他の回収方法よりも高い．

回答者種別に有効票の分布を確認すると，郵送回収が占める割合は調査員配布で51.3～

66.4％，ポスティングで63.0～81.2％となっており，有配偶女性と離死別女性では郵送回

収を選択する傾向が強い．一方，単身未婚女性と単身男性（うち未婚者は57.7％）につい

ては，オンライン回答の割合が24.2～32.1％と相対的に高い．

オンライン回答者については，回答の際に使用したデバイスの種類を「パラデータ

（paradata）」として把握できる（表4）．電子調査票の回答画面は，紙面調査票のレイア

ウトに類似するように作成したことから，調査対象者に対してはパソコンによる回答を推

奨することを依頼状に明記した．しかしながら，有効票に占める「パソコン」による回答

は全体で53.2％に過ぎず，単身男性で最大62.6％の利用にとどまった．一方，「スマート

フォン」による回答割合は全体で44.2％であり，離死別女性と単身未婚女性では同割合は

それぞれ51.8％，67.8％に達した．
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表３ 回答者種別・調査票の配布／回収方法別にみた有効票

回収票 有効票

全体 全体
回答者種別

調査票 有配偶女性 離死別女性 単身未婚女性 単身男性 その他

配布方法 回収方法 回収数 割合 有効数 割合 有効率 有効数 割合 有効数 割合 有効数 割合 有効数 割合 有効数 割合

A.全体
（B+C）

調査員回収 1,470 15.2 1,301 14.6 88.5 761 13.8 288 19.8 77 14.1 147 12.5 28 13.3

郵送回収 6,317 65.4 5,785 64.9 91.6 3,629 65.8 1,005 69.0 318 58.1 712 60.5 121 57.3

オンライン回答 1,874 19.4 1,824 20.5 97.3 1,128 20.4 164 11.3 152 27.8 318 27.0 62 29.4

計 9,661 100.0 8,910 100.0 92.2 5,518 100.0 1,457 100.0 547 100.0 1,177 100.0 211 100.0

B.調査員

調査員回収 1,389 18.2 1,228 17.5 88.4 729 15.9 271 22.5 75 23.6 127 16.6 26 15.9

郵送回収 4,837 63.4 4,430 63.1 91.6 2,929 64.0 798 66.4 163 51.3 451 59.1 89 54.3

オンライン回答 1,402 18.4 1,368 19.5 97.6 921 20.1 133 11.1 80 25.2 185 24.2 49 29.9

計 7,628 100.0 7,026 100.0 92.1 4,579 100.0 1,202 100.0 318 100.0 763 100.0 164 100.0

C.ポスティ
ング

調査員回収 81 4.0 73 3.9 90.1 32 3.4 17 6.7 2 0.9 20 4.8 2 4.3

郵送回収 1,480 72.8 1,355 71.9 91.6 700 74.5 207 81.2 155 67.7 261 63.0 32 68.1

オンライン回答 472 23.2 456 24.2 96.6 207 22.0 31 12.2 72 31.4 133 32.1 13 27.7

計 2,033 100.0 1,884 100.0 92.7 939 100.0 255 100.0 229 100.0 414 100.0 47 100.0

D.第一次締
切（7月11日）
時点

郵送回収 4,273 69.5 3,941 68.4 92.2 2,433 68.3 735 81.8 211 58.1 484 60.3 78 55.7

オンライン回答 1,874 30.5 1,824 31.6 97.3 1,128 31.7 164 18.2 152 41.9 318 39.7 62 44.3

計 6,147 100.0 5,765 100.0 93.8 3,561 100.0 899 100.0 363 100.0 802 100.0 140 100.0

11）有効回収票（8,910票）のうち，第一次期日までに郵送回収がなされたものは44.2％（3,941票）であり，オ

ンライン回答分（1,824票）を含めると64.7％（5,765票）に及ぶ．



4. 調査モード選択の規定要因：多変量解析①

以上の回収状況を踏まえ，有効回収票（8,910票）を分析対象として，調査モードの選

択を規定する回答者・世帯の社会人口学的属性について多変量解析をもとに検討する．具

体的には，調査モード（調査員回収・郵送回収・オンライン回答）を従属変数とし，回答

者種別・年齢階級・最終学歴・調査票の配布方法（ポスティング=1），居住地（三大都

市圏・人口規模）を独立変数とした多項ロジットモデルによる推計を行った．有効票に占

める調査員回収・郵送回収・オンライン回収の割合（票数）は，それぞれ14.6％（1,301

票），64.9％（5,785票），20.5％（1,824票）である．

表5がその推計結果である．従来の調査員回収を基準とすると，郵送回収とオンライン

回答の選択確率に対して回答者種別による差異は「その他」（オンライン回答）を除き非

有意となっている（p>.05）．回答者年齢（基準：30-39歳）に着目すると，郵送回収では29

歳以下と70歳以上，オンライン回答では29歳以下と50歳以上の者でこれらのモードの選択

確率が有意に低い．オンライン回答については，先行研究より若年層ほど選択確率が高い

ことが見込まれたが（千年 2020），推計結果はその予想に反している．そのため，回答者

種別に同様のモデルを再推計したところ（詳細な推計結果は省略），「29歳以下」ダミーの

負の効果は単身未婚女性のみに観察された（10％水準）．若年層でオンラインの選択確率

が低い要因として，オンライン回答は第1次モードとしており，若年層では回答期日まで

に，調査に協力した者が他の年齢層に比べて少なかったことが考えられる12）．

他の共変量の効果をみると，教育水準が高い者や調査票配布がポスティングによってな

された世帯では，郵送回収またはオンライン回答の選択確率が有意に高い．居住地域に関

しては，三大都市圏居住者は調査員回収よりもオンライン回答を選択しやすい（郵送回収

については非有意）．人口規模（基準：50万人以上）については，「1万人未満」を除く一

部のダミー変数で有意な正の効果を示しており，人口規模が中程度（1～50万人未満）の

地域に居住する者では大都市圏居住者（50万人以上）に比べて，郵送回収またはオンライ

ン回答（「1-5万人」「30-50万人」のみ有意）を選択する傾向にある．
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表４ 回答者種別にみたオンライン回答に使用したデバイスの種類
（%）

回答者種別
計

有配偶女性 離死別女性 単身未婚女性 単身男性 その他

パソコン 54.3 44.5 31.6 62.6 59.7 53.2

スマートフォン 42.8 51.8 67.8 35.2 37.1 44.2

タブレット 2.8 3.7 0.7 2.2 3.2 2.6

N 1,128 164 152 318 62 1,824

12）有配偶女性については，60代以降のダミー変数のみ統計的に有意な負の効果を示しており，表5の推計結果

と同様の傾向が観察された．単身未婚女性と同様に，単身男性とその他の回答者では，「29歳以下」ダミーの

回帰係数が負の値を示したが，いずれも非有意であった（p>.10）．



Ⅴ．第７回調査の不詳状況

1. 第７回調査の調査項目と不詳割合

つづいて，本節では有効回収票（回答者種別の「その他」を除く）を集計対象として，

各調査項目の不詳状況について検討を進める．

第7回調査の調査票は，①世帯および家族成員（夫婦・子ども・実親・義親）の社会人

口学的属性，②親世代との支援・被支援関係，③就業歴や夫婦の働き方，④家族内外のサ

ポートネットワーク，⑤家族介護・介護離職13），⑥家族に対する考え方に関する計27の設

問から構成される（表6）14）．各設問は，複数の質問項目から成り，変数の数に換算する

と723にのぼる．表6に記載されている「無回答率の平均値」は，変数ごとに算出した項
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13）第7回調査では，調査時点で介護をしている者に加えて，「過去に介護をしたことがある（現在は介護をし

ていない）者」に対しても回答を求めた．

14）第 7回および過去の調査票は，国立社会保障・人口問題研究所のホームページにて公開している

（https://www.ipss.go.jp/ps-katei/j/NSFJ7/kt07q.pdf，2024年12月13日最終確認）．

表５ 調査モードを従属変数とした多項ロジットモデル

基準：調査員回収 郵送回収 オンライン回答

Coef. （S.E.） Coef. （S.E.）

回答者種別（ref.有配偶女性）

離死別女性 ・.091 (.084) ・.155 (.119)

単身未婚女性 ・.257 (.149)+ ・.238 (.170)

単身男性 ・.126 (.106) .134 (.123)

その他 .055 (.221) .591 (.251)*

回答者年齢（ref.30-39歳）

29歳以下 ・.872 (.191)*** ・.509 (.200)*

40-49歳 ・.006 (.156) ・.079 (.166)

50-59歳 ・.042 (.149) ・.323 (.160)*

60-69歳 .070 (.147) ・.880 (.163)***

70歳以上 ・.446 (.140)** ・2.177 (.169)***

最終学歴（ref.高校）

中学 ・.180 (.097)+ ・.640 (.174)***

専門学校 .428 (.116)*** .660 (.136)***

短大・高専 .186 (.091)* .389 (.111)***

大学・大学院 .578 (.110)*** 1.205 (.122)***

無回答 ・.123 (.242) .409 (.326)

調査票のポスティング（=1） 1.642 (.129)*** 1.248 (.139)***

居住地・三大都市圏（=1） ・.061 (.068) .613 (.083)***

居住地・人口規模（ref.50万人以上）

1万人未満 ・.760 (.180)*** ・.950 (.290)**

1-5万人 .488 (.113)*** .589 (.140)***

5-10万人 .216 (.100)* .010 (.125)

10-30万人 .186 (.090)* .080 (.108)

30-50万人 .373 (.109)** .302 (.129)*

切片 1.247 (.152)*** .178 (.171)

-2LL 14214.060

PseudoR-square .098

N 8,910

（注）***p<.001，**p<.01，*p<.05，+p<.10（両側検定）．



目無回答率について設問別に平均値をとったものであり，このうち「―」がある設問は回

答対象外となる．また，離死別女性・単身未婚女性・単身男性については，配偶者関連の

質問項目の多くが非該当となることから，以下では回答者種別に集計結果を示す．

(1)変数別にみた不詳の発生状況

表7は，変数を集計単位として，各変数の不詳ケース割合（＝不詳／回答対象）の分布

を示したものである．

回答者種別にみると，不詳ケース割合は，有配偶女性と離死別女性では「20-30％」（そ

れぞれ28.4％，23.5％），単身未婚女性は「10％未満」（39.8％），そして単身男性は「10-20
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（注）「―」がある設問は回答対象外．回答者種別の「変数の総数」は全てのケースで非該当であった

変数は集計から除外．

全723変数のうち，問1(2)「孫の配偶者の人数」は全ケースが非該当のため集計対象から除外．

表６ 第７回調査の設問項目と設問別にみた項目無回答率

設問 設問の概要
変数

の数

無回答率の平均値（変数単位）

有配偶

女性

離死別

女性

単身

未婚女性

単身

男性

問1 世帯に関する事項 25 0.0 0.0 0.0 0.0

問2 配偶関係に関する事項 20 0.8 5.1 0.2 17.8

問3 夫婦の基本属性に関する事項 30 10.5 16.4 5.7 32.1

問4 夫婦の現在の仕事に関する事項 5 10.5 15.7 0.0 22.7

問5
現在の結婚と結婚が決まったときの仕事

（妻）に関する事項
23 40.5 46.2 ― ―

問6 子どもの数に関する事項 4 11.5 10.2 ― ―

問7 子の属性に関する事項 24 35.3 31.3 ― ―

問8
第1子の妊娠がわかったときの仕事

（妻）に関する事項
58 43.8 48.3 ― ―

問9 18歳以上の子との関係に関する事項 102 40.9 37.5 ― ―

問10 親の基本属性に関する事項 20 18.7 20.5 13.7 36.4

問11 親との関係に関する事項 164 39.6 40.6 31.7 52.9

問12 介護の経験に関する事項 34 50.3 42.6 37.2 53.0

問13 介護と仕事に関する事項 59 78.1 76.5 60.5 75.7

問14
出産・育児等のサポートネットワークに

関する事項
24 23.3 24.0 ― ―

問15 出産・子育て、介護の不安・苦労 4 35.7 41.7 ― ―

問16 夫婦の家事に関する事項 25 20.3 ― ― ―

問17 夫婦の育児に関する事項 35 23.9 ― ― ―

問18 夫婦の勢力関係に関する事項 5 22.3 ― ― ―

問19 夫婦の勢力関係に関する事項 4 22.3 ― ― ―

問20 夫婦のコミュニケーションに関する事項 9 21.3 ― ― ―

問21 家族・子どもに関する意識 12 16.4 14.1 8.9 11.6

問22 同性婚に関する意識 6 17.3 16.1 9.3 11.6

問23 家族に対する考え方に関する事項 7 15.9 14.1 8.6 11.1

問24 生活満足度に関する事項 4 17.4 17.6 10.0 15.6

問25 資産の保有と継承に関する事項 10 10.6 18.2 13.6 13.9

問26 夫婦の収入に関する事項 6 54.5 66.1 53.8 58.7

問27 世帯の預貯金・負債に関する事項 4 47.7 59.6 53.7 52.0

項目無回答率（全体） 35.5 38.6 31.0 45.7

変数の総数 723 722 524 274 397



％」（26.2％）の割合がもっとも高い．前回調査（第6回）と比較すると，有配偶女性で

は「10％未満」「10-20％」に該当する変数がそれぞれ8.0ポイント，20.5ポイント減少し，

代わりに「20-30％」または「30-40％」以上のカテゴリの厚みが増している（それぞれ

28.4％，12.7％）．離死別女性では，「10-20％」と「30-40％」の変数がそれぞれ14.3％，

20.8％と前回調査に比べて約5ポイント上昇している．また，前回調査では「80-90％」

の変数が13.2％を占めていたが，第7回調査では「70-80％」の比重が増している（17.2％）．

単身未婚女性では，不詳ケース割合が「50-60％」および「90％以上」を占める変数はそ

れぞれ16.1％，7.7％存在する．そして単身男性では，同割合が50％以上である変数が他

の回答者よりも多く，51.2％を占めている．

(2)回答者ケース別にみた不詳の発生状況

一方，集計単位を回答者ケースとし，不詳割合の分布を示したものが表8である．有配

偶女性では，不詳割合が「10％未満」のケースは50.7％にとどまり，前回調査に比べて同

割合は6.7ポイント低下している．それに代わり，不詳割合が「60-70％」「70-80％」「80-90

％」のカテゴリに占めるケースの増大がみられ（計14.8％），全体的な回答状況の悪化が

みられる．しかし，離死別女性については，不詳割合の分布は第6回調査と近似しており，

両調査間における各カテゴリ割合の差異は±2ポイント以内に収まっている．単身未婚女

性と単身男性では，不詳割合が「10％未満」のケースがそれぞれ全体の73.3％，64.6％と

なっており，有配偶女性や離死別女性よりも回答状況は総じて良い．

つぎに，設問内容・調査モード別に不詳割合の状況を確認する．ここでは，斉藤・菊池

（2022）に従い，各設問を「個人属性」（問1・2・3・4・26・27），「出生」（問6・7・8・15

(1)），「親」（問10・11(1)～(10)），「介護・介助」（問11(11)(12)・12・13），「家族意識」（問

21・22・23），「家事・育児」（問16・17・18・19・20）に分類した．
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（注）第7回調査（全723変数）のうち，問1(2)「孫の配偶者の人数」は全ケースが非該当のため集計対象から除外．

表７ 不詳ケース割合別にみた変数の分布

不詳割合

第7回調査 第6回調査

有配偶女性

（N=5,518）

離死別女性

（N=1,457）

単身未婚女性

（N=547）

単身男性

（N=1,177）

有配偶女性

（N=6,142）

離死別女性

（N=1,517）

N 構成（%） N 構成（%） N 構成（%） N 構成（%） N 構成（%） N 構成（%）

10%未満 79 10.9 40 7.6 109 39.8 46 11.6 126 18.9 44 9.2

10-20% 115 15.9 75 14.3 44 16.1 104 26.2 243 36.4 43 9.0

20-30% 205 28.4 123 23.5 20 7.3 12 3.0 125 18.7 143 30.0

30-40% 92 12.7 109 20.8 11 4.0 5 1.3 51 7.6 75 15.7

40-50% 51 7.1 22 4.2 9 3.3 27 6.8 13 2.0 19 4.0

50-60% 50 6.9 28 5.3 44 16.1 55 13.9 19 2.8 55 11.5

60-70% 10 1.4 20 3.8 4 1.5 48 12.1 58 8.7 18 3.8

70-80% 57 7.9 90 17.2 7 2.6 46 11.6 23 3.4 9 1.9

80-90% 57 7.9 14 2.7 5 1.8 9 2.3 5 0.8 63 13.2

90%以上 6 0.8 3 0.6 21 7.7 45 11.3 5 0.8 8 1.7

計 722 100.0 524 100.0 274 100.0 397 100.0 668 100.0 477 100.0
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（出典）第6回調査の集計値は斉藤・菊池（2022）．

表８ 不詳割合別にみたケースの分布

不詳割合
第7回調査 第6回調査

有配偶女性 離死別女性 単身未婚女性 単身男性 有配偶女性 離死別女性

度数 構成（%） 度数 構成（%） 度数 構成（%） 度数 構成（%） 度数 構成（%） 度数 構成（%）

10%未満 2,795 50.7 591 40.6 401 73.3 760 64.6 3,527 57.4 579 38.2

10-20% 778 14.1 222 15.2 27 4.9 64 5.4 888 14.5 259 17.1

20-30% 467 8.5 156 10.7 32 5.9 49 4.2 536 8.7 161 10.6

30-40% 288 5.2 128 8.8 25 4.6 56 4.8 344 5.6 104 6.9

40-50% 194 3.5 96 6.6 8 1.5 34 2.9 282 4.6 106 7.0

50-60% 150 2.7 70 4.8 27 4.9 90 7.7 146 2.4 94 6.2

60-70% 187 3.4 71 4.9 7 1.3 41 3.5 129 2.1 76 5.0

70-80% 379 6.9 48 3.3 9 1.7 45 3.8 128 2.1 47 3.1

80-90% 246 4.5 52 3.6 10 1.8 32 2.7 90 1.5 63 4.2

90%以上 34 0.6 23 1.6 1 0.2 6 0.5 72 1.2 28 1.9

計 5,518 100.0 1,457 100.0 547 100.0 1,177 100.0 6,142 100.0 1,517 100.0

（注）空白セルは集計対象外．

表９ 設問内容・調査モード別にみたケース別不詳割合の平均値・割合

設問内容 調査モード

有配偶女性（N=5,518） 離死別女性（N=1,457） 単身未婚女性（N=547） 単身男性（N=1,177）

平均値
不詳割合

20%以上
度数 平均値

不詳割合

20%以上
度数 平均値

不詳割合

20%以上
度数 平均値

不詳割合

20%以上
度数

全設問

調査員回収 26.2 44.4 761 36.8 61.8 288 22.9 39.0 77 32.6 50.3 147

郵送回収 20.9 34.6 3,629 23.9 44.2 1,005 11.7 21.7 318 20.2 32.9 712

オンライン回答 23.9 31.0 1,128 13.7 17.1 164 7.0 13.2 152 7.1 14.2 318

計 22.2 35.2 5,518 25.3 44.6 1,457 12.0 21.8 547 18.2 30.0 1,177

個人属性

調査員回収 8.4 13.9 761 14.3 24.7 288 8.6 18.2 77 14.6 32.0 147

郵送回収 6.3 9.9 3,629 10.4 13.4 1,005 3.9 5.7 318 8.0 11.8 712

オンライン回答 2.2 2.2 1,128 6.4 6.7 164 3.0 4.6 152 2.1 1.9 318

計 5.7 8.9 5,518 10.8 14.9 1,457 4.3 7.1 547 7.2 11.6 1,177

出生

調査員回収 22.0 30.9 761 29.4 39.9 288

郵送回収 18.7 26.5 3,629 12.3 30.2 1,005

オンライン回答 29.4 33.3 1,128 8.6 24.4 164

計 21.3 28.5 5,518 14.6 31.5 1,457

親

調査員回収 29.6 46.9 761 30.5 56.6 288 22.7 33.8 77 30.8 50.3 147

郵送回収 22.1 36.6 3,629 20.2 40.8 1,005 9.6 19.8 318 19.6 32.2 712

オンライン回答 15.9 33.4 1,128 14.0 23.8 164 10.0 15.1 152 10.7 14.2 318

計 21.8 37.4 5,518 21.5 42.0 1,457 11.5 20.5 547 18.6 29.6 1,177

介護･介助

調査員回収 43.7 59.1 761 54.9 69.4 288 26.6 35.1 77 38.9 42.9 147

郵送回収 34.8 49.3 3,629 39.5 54.7 1,005 13.5 16.7 318 25.5 29.6 712

オンライン回答 35.9 50.2 1,128 23.6 42.7 164 8.3 12.5 152 7.1 10.1 318

計 36.2 50.9 5,518 40.7 56.3 1,457 13.9 18.1 547 22.2 26.0 1,177

家族意識

調査員回収 16.7 19.3 761 26.0 31.3 288 18.2 19.5 77 23.2 25.2 147

郵送回収 13.4 15.0 3,629 12.3 14.9 1,005 10.3 11.6 318 12.4 13.2 712

オンライン回答 26.1 26.7 1,128 8.6 9.8 164 1.3 2.0 152 3.9 4.7 318

計 16.4 18.0 5,518 14.6 17.6 1,457 8.9 10.1 547 11.5 12.4 1,177

家事･育児

調査員回収 24.3 32.9 761

郵送回収 20.7 27.7 3,629

オンライン回答 27.4 28.5 1,128

計 22.5 28.6 5,518



その集計結果が表9である．「全設問」を集計対象とした場合，不詳割合の平均値は有

配偶女性で22.2％，離死別女性で25.3％，単身未婚女性で12.0％，単身男性で18.2％となっ

ており，表8の結果とも整合的である．設問内容別にみると，回答者種別にかかわらず，

「介護・介助」設問の不詳割合の平均値がもっとも高い．それに次いで，「家事・育児」

（有配偶女性），「親」「出生」設問（有配偶女性・離死別女性）で不詳割合が高く，有配偶

女性では同割合が20％台（21.3～22.5％）となっている．全ての対象者が必須回答となっ

ている「家族意識」設問をみると，単身未婚女性と単身男性の不詳割合の平均値はそれぞ

れ8.9％，11.5％となっており，有配偶女性（16.4％）や離死別女性（14.6％）よりも最大

7.5ポイント低い．

調査モード別にみると，全体として従来の調査員回収と比べて郵送回収やオンライン回

答を選択した者では，不詳割合の平均値が低い傾向にある．たとえば，有配偶女性では

「全設問」の不詳割合（平均値）は，調査員回収群で26.2％であるが，郵送回収群とオン

ライン回答群ではそれぞれ20.9％，23.9％と2.3～5.3ポイント低い．調査員回収群とオン

ライン回答群の間にみられる不詳割合の差異は，有配偶女性を除けば15.9～25.5ポイント

と総じて大きい．同様の傾向は，設問内容別に集計した場合でも観察されるが，有配偶女

性では「出生」「家族意識」「家事・育児」設問について，オンライン回答の不詳割合（平

均値）が調査員回収群よりも高いという局所的な特徴もみられる．

2. 不詳発生の規定要因：多変量解析②

表9で示された調査モード間の不詳割合の差異は，回答者や世帯の社会人口学的属性を

統制していない二変数間の関連を示しているに過ぎない．調査モードの選択にはこれらの

諸属性が強く関連していることを踏まえ（表5），本項ではモード間で不詳発生率に差異

が観察されるかについて，多変量解析（二項ロジットモデル）をもとに検討を行う．従属

変数は，斉藤・菊池（2022）と同様に，不詳割合が20％以上である場合を1，それ以外を

0とする二値変数とした．調査モードを表す独立変数は，従来の調査員回収を基準とした

二つのダミー変数（郵送回収・オンライン回答）を用いる．他の共変量は，表5と同様で

ある15）．

表10は，不詳割合（20％以上）に対するモード効果を表す二つのダミー変数の回帰係数

（主効果）を，設問内容別に集約したものである．「全設問」における調査モードの効果を

みると，離死別女性と単身男性では，二つのダミー変数がともに統計的に有意な効果を示

している．係数の符号は負であることから，従来の調査員回収に比べて，郵送回収やオン

ライン回答を選択した者の不詳割合（20％以上）が有意に低い．有配偶女性では，郵送回

収について同様の負の効果が統計的に認められる一方で，単身未婚女性ではいずれのダミー

変数も非有意であった（p>.05）．他の共変量については（詳細な推計結果は省略），回答

者種別によらず，回答者年齢（基準：30-39歳）と最終学歴（基準：高校）が不詳発生に
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15）離死別女性および単身男性を対象とした推計では，回答者の婚姻状況をさらに統制している．



対して有意な効果を与えている．すなわち，高齢層（有配偶女性・単身男性は60歳以上，

離死別女性・単身未婚女性は70歳以上）や教育水準が低い者ほど不詳割合が有意に高い．

現職の雇用形態や居住地域（三大都市圏か否か，人口規模）については，多くのダミー変

数が非有意であり，不詳割合との間に一貫した関連パターンは看取されない．

設問内容別の推計結果に目を向けると，「個人属性」設問で調査モードが統計的に有意

な効果（5％水準）を示しているのは，有配偶女性（オンライン回答）と単身男性（郵送

回収・オンライン回答）であり，いずれも回帰係数は負の値を示している．「親」設問に

ついても，これら二つの回答群では，それぞれ郵送回収とオンライン回答において，調査

員回収群よりも不詳割合が有意に低い．同様の傾向は，離死別女性（オンライン回答）で

も看取される．

「介護・介助」設問では，離死別女性と単身未婚女性において二つのダミー変数がとも

に有意な負の効果を示しており，有配偶女性と単身男性ではそれぞれ郵送回収，オンライ

ン回答のみ有意差が認められる．同様に，「家族意識」設問では，離死別女性と単身男性

において二つの調査モード，単身未婚女性ではオンライン回答について統計的に有意な負

の効果が認められる．その一方，有配偶女性では，オンライン回答ダミーの回帰係数が正

の値を示しており（5％水準），調査員回収群に比べて不詳割合が有意に高い．

「出生」設問についても，有配偶女性がオンライン回答ダミーについて不詳割合を高め

る正の効果が観察されるのに対して，離死別女性では二つのモードがともに有意な負の効

果を示している．そして，「家事・育児」設問については，いずれのダミー変数も5％水

準では非有意であり，不詳割合に対するモード効果はみられない．
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（注）***p<.001,**p<.01,*p<.05,+p<.10（両側検定）．空白セルは集計対象外．

回答者の年齢階級・最終学歴・現職（雇用形態）・居住地（三大都市圏・人口規模）・調査票ポスティングの有無・

婚姻状況（離死別女性・単身男性のみ）を統制済み．

表10 不詳割合（20％以上）に対する調査モードの影響（二項ロジットモデル）

設問内容
調査モード

（ref.調査員回収）

有配偶女性

（N=5,518）

離死別女性

（N=1,457）

単身未婚女性

（N=547）

単身男性

（N=1,177）

Coef.（S.E.） Coef.（S.E.） Coef.（S.E.） Coef.（S.E.）

全設問 郵送回収 ・.276 (.087)** ・.486 (.149)** ・.510 (.359) ・.438 (.202)*

オンライン回答 ・.042 (.107) ・1.602 (.263)*** ・.770 (.415)+ ・1.112 (.258)***

個人属性 郵送回収 ・.215 (.137) ・.408 (.220)+ ・.580 (.591) ・1.145 (.245)***

オンライン回答 ・1.366 (.248)*** ・.492 (.418) .116 (.650) ・2.692 (.499)***

出生 郵送回収 ・.126 (.091) ・.307 (.148)*

オンライン回答 .483 (.110)*** ・.469 (.238)*

親 郵送回収 ・.303 (.085)*** ・.186 (.152) ・.200 (.359) ・.341 (.205)+

オンライン回答 ・.144 (.104) ・.655 (.256)* ・.129 (.414) ・.919 (.261)***

介護・介助 郵送回収 ・.291 (.085)** ・.505 (.151)** ・.917 (.361)* ・.305 (.205)

オンライン回答 ・.023 (.101) ・.865 (.223)*** ・.881 (.421)* ・1.256 (.277)***

家族意識 郵送回収 ・.184 (.109)+ ・.723 (.170)*** ・.588 (.464) ・.629 (.245)*

オンライン回答 .933 (.127)*** ・.901 (.330)** ・1.969 (.747)** ・1.357 (.367)***

家事・育児 郵送回収 ・.159 (.090)+

オンライン回答 .119 (.110)



Ⅵ．調査モード間の回答傾向の比較

1. 集計対象と方法

最後に，前節と同様に有効回答票を集計対象として，調査モードによって各調査項目の

回答傾向がどの程度異なるかを検討する．

具体的には，以下の分析手続きを採用した．はじめに，各調査項目を従属変数とした重

回帰分析または二項ロジットモデルをもとに，郵送回収およびオンライン回答のモード効

果を表すダミー変数（基準：調査員回収）の回帰係数を推計した．従属変数となる調査項

目は，リッカート尺度や数値記入を求めた設問（出生年，家事・育児時間，所得，家族意

識など）については連続変数として処理した．それ以外の調査項目（従業上の地位，従業

先規模，帰宅時間，介護経験，要介護者など）については，分岐設問の有無や該当ケース

数の大きさなどを考慮し，二値変数化した．分析では，調査モードの効果について安定的

な推計値を得るために，全723変数のうち集計対象を，①独立変数として用いた変数，②

推計ケースが300未満の変数，③完全判別などの問題から推計が収束しなかった変数を除

外した513変数（有配偶女性：505，離死別女性：229，単身未婚女性：92，単身男性：110）

とした．なお，回帰モデルに投入した共変量は，表5および表10と同様である．

そして，モード効果の有無や程度は，①有意確率と②効果量（effectsize）をもとに評

価した．後者の効果量に着目するのは，モード間の差異を表す回帰係数の統計的有意性は

サンプルサイズの大きさにも依存するためである．本稿では効果量として，二群間の平均

値の差を標準化した指標であるCohen（1988）のd指標を用いる．このd指標では，効

果量の大きさ（絶対値）の目安として，0.2を「小さな」，0.5を「中」程度，そして0.8が

「大きな」効果とされる（Cohen1988）．本稿では，他の共変量を統制したうえでのモー

ド効果の大きさを評価することから，S・nchez-Mecaetal.（2003）とMyersetal.（2010）

の手法に従い，重回帰分析では式(1)，ロジットモデルでは式(2)をもとにd指標を算出し

た．

dOLS・
mode・uso,online

MSerror・
式 (1)

dLogit・
mode・uso,online

・
・ 3・ 式 (2)

式(1)および(2)の分子は，郵送回収（mode・uso）とオンライン回答（modeonline）のモー

ド効果（基準：調査員回収）を表す回帰係数（それぞれ非標準化係数，対数オッズ）に相

当する．これらの回帰係数を，重回帰分析では二乗平均平方根誤差（rootmeansquare

error:RMSE）で除し，ロジットモデルでは 3・ ・・で乗じることでd指標を求める．

本稿では，平沢・歸山（2024）に倣い，調査モードの主効果が5％水準で統計的に有意

であり，かつ効果量（d指標・絶対値）が0.30を上回った場合について，（他の共変量を
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統制したとしても）モード間で無視できない回答傾向の有意差があるとみなす．

2. モード効果の検討：多変量解析③

表11は，上記の手続きによって得られたモード効果の推計結果を集約したものである16）．

全体サンプルの結果をみると，全513変数のうち，郵送回収およびオンライン回答のモー

ド効果を表す回帰係数が5％水準で統計的に有意となった調査項目（条件B）はそれぞれ

18.3％（94項目），25.0％（128項目）であり，従来の調査員回収との間に回答傾向の差異

が認められる調査項目は後者で多い．さらに効果量を考慮すると（条件C），同割合は郵

送回収で2.5％（13項目），オンライン回答で7.2％（37項目）であった．すなわち，モー

ド効果の大きさを考慮すると，無視できないモード間の差異が検出される調査項目は1割

にも満たない．

回答者種別にみると，条件Cを満たす調査項目の割合（郵送回収・オンライン回答）

は，有配偶女性でそれぞれ3.2％と7.5％，離死別女性で4.8％と13.1％，単身未婚女性で

10.8％と8.6％，単身男性で4.5％と8.2％であった．有配偶女性・離死別女性・単身男性で

は，オンライン回答での検出割合が郵送回収よりも3.7～8.3ポイント高いが，単身未婚女

性では同割合は10％前後と二つのモード間で大きな差異は観察されない．

(2)設問内容別にみた回答傾向のモード間の差異

つぎに，調査モードによる回答傾向の差異が検出された調査項目の内容を確認する．項

目の分類方法は表9・10と同様とし，条件Cに該当する調査項目と効果量dを回答者種

別にリスト化した．紙幅の都合上，以下では有配偶女性の結果を中心に検討を進める．

表12を俯瞰すると，効果量dの符号の向きは郵送回収とオンライン回答ともに一致し

ている．すなわち，これら二つの調査モードを選択した回答者は，調査員回収群に比べて，

同一の方向に回答傾向が異なっていることを意味する．
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16）推計結果（回帰係数・標準誤差・効果量d）の詳細は，Appendix（注釈10）の付表2を参照のこと．

（注）効果量はCohen'sd．「郵送回収」「オンライン回答」ともに，「調査員回収（紙回答）」を基準カテゴリとした．

回答者の年齢階級・最終学歴・現職（雇用形態）・居住地（三大都市圏・人口規模）・調査票ポスティングの有無・婚姻状況

（離死別女性・単身男性のみ）を統制済み．

表11 調査モード間で回答傾向の差異がある変数の割合

（%）

全体 有配偶女性 離死別女性 単身未婚女性 単身男性

条件 郵送回収
オンライ

ン回答
郵送回収

オンライ

ン回答
郵送回収

オンライ

ン回答
郵送回収

オンライ

ン回答
郵送回収

オンライ

ン回答

（A）1%水準で有意 9.2 14.6 5.9 12.3 5.7 5.7 3.3 3.3 1.8 6.4

（B）5%水準で有意 18.3 25.0 18.2 23.4 13.1 17.5 10.9 8.7 10.9 10.9

（C）5%水準で有意かつ

効果量d>.30
2.5 7.2 3.2 7.5 4.8 13.1 10.9 8.7 4.5 8.2

変数（N） 513 505 229 92 110



まず「個人属性」設問については，同居世帯員（実親・義親・あなたのきょうだい，問

1(2)）と通勤時間（問3(5)）について効果量が負の値を示しており，調査員回収群に比べ

て，同居世帯員の選択割合が有意に低く，通勤時間の回答割合が高い（自宅勤務の割合が

低い）．「親」設問の親の居住状態に関する項目（問11(4)）についても，同居世帯員にお

ける回答傾向の差異と符合する結果が得られている．また，親との会話頻度（問11(2)）

や過去1年間の親への手助け・世話（問11(6)）については，オンライン回答群でその頻

度や有無を少ない（無い）と回答しやすい．

「出生」設問では，第1子出産後に利用した制度や支援（問8(2)(3)），出産後退職者の

再就職状況（問8(4)），そして「介護・介助」設問では，親の主な介護者（問11(12)）や介

護負担感（問12(9)），介護開始時職業の退職理由（問13(2)）に関する項目でモード効果が

観察される．その一方，「家事・育児」「家族意識」設問に関しては，条件Cに該当する

項目は無かった17）．

離死別女性・単身未婚女性・単身男性についても，「個人属性」「出生」「親」「介護・介

助」「家族意識」設問でモード効果が観察されるが，該当項目は有配偶女性と比べれば限

定的である．また，これらの回答者では，伝統的な性別役割分業意識について尋ねた一部

項目（問21）において，オンライン回答群では性別役割分業観について否定的な回答を示

している．同様に，離死別女性のうち，オンライン回答群では同性カップルに関する考え

について尋ねた一部項目（問22）で肯定的な意見を示す傾向にある．

Ⅶ．結論と考察

本稿では，第7回全国家庭動向調査を事例として，ミックスモードの導入が調査データ

の品質・精度（欠票・不詳・測定誤差）に及ぼす影響について検討を行った．一連の分析

から得られた諸知見は，以下の三点に要約できる．

第一に，複数の回答・回収方式を調査対象者に提示した場合においても，回収率の全体

的な改善はみられなかった．実査にあたり，第7回調査では「郵送回収・オンライン回答」

（第1次モード）から「調査員回収・郵送回収」（第2次モード）へと切り替えるミックス

モードを新たに採用したが，欠票率は45.9％となり，シングルモード（調査員回収）であっ

た前回調査（2018年）に比べて5.8ポイント上昇した．その要因として，高い回収率が見

込まれる調査票の調査員配布の割合とその回収率がともに低下したことなどが考えられる．
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17）効果量dの基準を0.20に引き下げた場合，「家事・育児」設問では，子どもが小学校低学年（1～3年生）

の頃の配偶者の育児参加について尋ねた一部項目（問17(4)（ウ）（エ）），そして夫婦間の分担について尋ねた

一項目（問18（エ））でそれぞれ郵送回収，オンライン回答で負の効果を示している．すなわち，これらの回

答・回収方式を選択した有配偶女性は，夫の育児参加の頻度や夫婦間の役割分担を低く評価する傾向にある．

ただしそれらの項目を除けば，夫婦の家事・育児頻度に関する大多数の項目でモード間の差異が認められない

点は注目に値する．同様に，「家族意識」設問では，オンライン回答者について同性カップルに関する考えに

ついて尋ねた項目（問22（ア）（ウ）（オ））で肯定的な回答を示す傾向にある．また，家族の要件に関する一

部項目（問23（エ））について，伝統的な家族観について否定的な立場を示している．
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表12 調査モードによる回答傾向の差異がある調査項目の内訳



第二に，郵送回収やオンライン回答を選択した者は，従来の調査員回収のケースと比べ

て，多くの調査項目で項目無回答率が低い傾向にあった．ただし有配偶女性では，「出生」

と「家族意識」設問において，オンライン回答群の不詳割合が調査員回収群に比べて高い

傾向がみられ（表9），設問の内容・総数・配置などによって，モード効果の現われ方が

異なる可能性も示唆された．また，紙面調査票への記入が求められる調査員回収と郵送回

収の無回答率は同程度か，後者で相対的に低く，郵送回収の導入による回答状況の悪化は

観察されなかった．

第三に，調査モードの違いが回答傾向（測定誤差）に及ぼす影響については，郵送回収

またはオンライン回答によるモード効果（基準：調査員回収）の存在が強く疑われる調査

項目は極めて限定的であった．有意水準と効果量の二つの基準から評価すると，分析対象

とした全513変数のうち，モード効果が検出されたのは郵送回収で11項目（2.5％），オン

ライン回答で37項目（7.2％）にとどまった．

複数の調査（回答）モードの併用は，被調査者の負担軽減や実務上の効率化といった利

点が強調される一方で，調査の継続性の観点からは，非標本誤差の増加を通じて，対象母

集団の行動特性や意識における経年的変化に関して誤った解釈を導出する危険性がある．

本調査では，夫の家事・育児時間の増加や同性カップルに対する肯定的意見の割合が上昇

基調にあることが報告されたが（国立社会保障・人口問題研究所 2024），これらの集計結

果が，第7回調査における回収・回答方法の変更を反映したものであるか否かは明らかで

はなかった．同調査を用いた一連の分析からは，これらの懸念が経験的には強く支持され

ず，ミックスモードの導入が集計結果に及ぼす影響は総じて小さいと推測される．ただし，

本稿の分析は集計結果の時系列変化について直接的な評価を加えておらず，次回の第8回

調査（2026年実施予定）を併せたデータセットをもとに，本結論の頑健性を再検証する必

要がある．

また，集計結果に対するミックスモードの影響のあり方は，各調査の実施体系や調査票

の内容によって異なる可能性があり，本稿の諸知見をただちに他の調査に一般化すること

はできない．本調査で採用した三種類の調査モードは，各対象者に対して無作為に割り付

けられておらず，各モードによる回答の時期や期日も異なる．そのため，本稿の推計モデ

ルから検出された調査モード間における項目無回答率および回答傾向の差異（Ⅴ節・Ⅵ節）

は，真のモード効果ではなく，調査協力意向が低い対象者が調査員回収（第2次モード）

のケースに偏在したことによるサンプル・セレクションの影響を反映したものに過ぎない

可能性がある．この点は，本稿に残された大きな分析上の課題である．

調査員の不足やライフスタイルの多様化といった調査員・回答者双方の複合的な要因に

より，公的統計調査の実施にあたり，オンライン調査に対するニーズが今後さらに高まる

機運にある．ミックスモードによる回収率の向上やモード効果の補正に関する方法論的検

討も緒に就いたばかりであり，公的統計調査の実施体系の改善に向けたさらなる研究蓄積

が待たれる．
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付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所一般会計プロジェクト「全国家庭動向調査」および

「世帯構造の変化を考慮した家族の生活保障機能の定量的把握と社会保障制度の再構築に向けた研

究事業」の研究成果である．「全国家庭動向調査」（第6・7回調査）の調査票情報は，統計法第32

条に基づく二次利用申請により使用の承認（令和6年6月27日）を得たものである．なお，本研究

はJSPS科研費（基盤研究B23K25587）の助成を受けた．
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ComparisonofUnitNon-response,ItemNon-response,and
ResponsePatternsacrossModesinPublicStatisticalSurveys:

Examinationbythe7thNationalSurveyonFamilyinJapan

SAITOTomohiroandKIKUCHIJun

Inthisstudy,weanalyzetheimpactofdifferentresponseandcollectionmethods・interview

collection,postalcollection,andonlineresponses・onthreekeyaspects:(1)unitnon-response,(2)

itemnon-response,and(3)responsepatterns(measurementerrors).Thisanalysisusesthe・7th

NationalSurveyonFamilyinJapan,・conductedin2022,asacasestudy.Themainfindingsare

summarizedbelow.

First,changestothedistributionandcollectionmethodsofthesurvey,includingposting

surveystoabsenthouseholds,introducingpostalcollection,andenablingonlineresponses,didnot

improvetheoverallresponserate.Second,whiletheintroductionofamixed-modesurveydidnot

increasetherateofmissingresponsesforindividualsurveyitemsoverall,itwasobservedthat

marriedwomenhadrelativelyhighnon-responseratesforquestionsrelatedto・birth・and・family

consciousness・amongonlinerespondents.Third,ofthe513variablesanalyzed,differencesin

responsepatternsbasedonthemodeofresponsewereidentifiedinonlyalimitednumberofcases:

11items(2.5%)forpostalcollectionand37items(7.2%)foronlineresponses.

Keywords:NationalSurveyonFamilyinJapan,mixed-modesurveys,unitnon-response,item

non-response,responsepattern


